
リスクコミュニケーションにおける個人情報の取扱いについて

2009年の新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ（A/H1N1)発生時のリスクコミュニケーションに問題のあった事例

事例１）大阪府茨木市

茨木市内のA中学・高等学校の生徒、教職員、その家族が多く感染した。

A中学・高等学校への誹謗中傷（その結果学校再開に当たって必要のない校舎等の消毒を
実施せざるを得なかった。）

事例２）東京都

東京都在住の高校生が罹患し、東京都はプライバシー保護の観点から高校生の最終下車駅を公
表しなかったが、結局報道され、個人が特定された。

当該高校生、学校への誹謗中傷

事例３）兵庫県神戸市

神戸市内の高校生から国内第１号の患者が発生した。 学校への誹謗中傷

論点
１．周知・啓発

誹謗中傷は、新型インフルエンザに自分だけは感染しないという誤った認識から行われることから、新型インフ
ルエンザには誰もが感染する可能性があること（感染したことについて、患者やその関係者には原則として責任は
ないこと）について平時から国民、マスコミと認識を共有することが重要ではないか。

２．個人情報の公表の在り方
個人情報の公表の範囲について、ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰと公益性のﾊﾞﾗﾝｽをどのように考慮すべきか。

プライバシー保護 公益性
・公衆衛生対策（感染拡大防止）に必要な内容の
み発表（発生した市町村名、患者が滞在した場
所、時期、移動手段等）

・対策上必要のない情報は発表しない
・個人を特定できる情報は発表しない

・行動の変容を促すためには読者の注意を喚起
する必要があり、興味を引くリアリティが必要

・基本的には全ての情報を発表すべき
・個人を完全に特定する内容のみ発表しない
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３． 発生当初の限られた少ない情報（しかも真贋不明情報が飛び交う）の中での国
民への情報提供で、社会不安を抑えるためには、どのような点に注意すべきか。

情報提供・共有
新型インフルエンザの発生時には、発生段階に応じて、国内外の発生状況、対策の実施状況等について、特に、

対策の決定のプロセス（科学的知見を踏まえてどのような事項を考慮してどのように判断がなされたのか等）や、
対策の理由、対策の実施主体を明確にしながら、患者等の人権にも配慮して分かりやすい情報提供を行う。

海外発生期
対策の考え方：
１）新たに発生したウイルスの病原性や感染力等について十分な情報がない可能性が高いが、その場合は、病原

性・感染力等が高い場合にも対応できるよう、強力な措置をとる。
３）国内発生した場合には早期に発見できるよう国内のサーベイランス・情報収集体制を強化する。
４）海外での発生状況について注意喚起するとともに、国内発生に備え、国内発生した場合の対策について的確な

情報提供を行い、地方公共団体、医療機関、事業者、国民に準備を促す。

国内発生早期
対策の考え方：
２）医療体制や積極的な感染拡大防止策について周知し、個人一人ひとりがとるべき行動について十分な理解を

得るため、国民への積極的な情報提供を行う。
３）国内での患者数が少なく、症状や治療に関する臨床情報が限られている可能性が高いため、海外での情報収

集に加えて、国内での情報をできるだけ集約し、医療機関等に提供する。

新型インフルエンザ対策行動計画の記載

※「新型インフルエンザ対策ガイドラインの見直しに係る意見書」P７５以降に関係記載あり。 2



新型インフルエンザ対策ガイドラインの見直しに係る意見書概要（抜粋）
平成２４年１月３１日新型インフルエンザ専門家会議

10．情報提供・共有（リスクコミュニケーション）に関するガイドラインについて

＜行動計画の改定のポイント＞
● 一元的な情報提供を行うための組織体制を構築（広報担当官を中心としたチームの設置等）
● 対策の決定プロセス、対策の理由、対策の実施主体等を明確にし、分かりやすく情報提供
● 対策の現場である地方自治体や医療機関との情報共有体制を構築

○ 広報担当官を中心としたチームの設置等（p.75-77）
◆ 厚生労働省における広報担当官に望まれる役割等を明示
・広報担当官は、発生状況や対策に関する情報を、分かりやすく提供するスポークスパーソンとしての役割を有する。
・広報担当官は、感染症全般に関する一定の知識を有し、厚生労働省における意思決定にある程度関与できる立場であることが求められる。
行政官と専門家が共同して担当することも考えられる。

◆ 広報担当官を中心とした広報担当チームの具体的な業務や運営方法を明示

・情報の集約・整理・発信・窓口業務の実施
・一元的な情報発信のため、各対象への窓口を一本化

◆ 情報提供における政府対策本部や関係省庁との調整
・対策の実施主体となる省庁が適切に情報を提供できるよう、政府対策本部が調整

○ 情報提供手段の確保（p.77-80）
◆ 国民が情報を得る機会の増加や、受け取り手に応じた情報提供のため、インターネットを含めた多様な情報提供手段を活用
◆ 地方自治体がコールセンターを設置する際に、他の公衆衛生業務に支障を来さない運用方法を例示

（例） ・一般的な問い合わせには事務職員を活用 ・Ｑ＆Ａを作成した上で外部の民間業者に委託

○ リアルタイムかつ直接的な方法での双方向の情報共有の検討（p.80,81）
◆ 国と地方自治体との情報共有の具体的な方法を例示

（例） ・担当者連絡先の事前共有と、発生時の問い合わせ窓口の設置 ・メール等による対策の理由、プロセス等の共有

◆ 医療関係者との直接的な情報共有方法を例示
（例） ・メールマガジン等を通じた情報共有と、問い合わせ等に対するフィードバック 3

行動計画・ガイドライン事項


